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第133期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示情報

① 連結株主資本等変動計算書
② 連結計算書類の連結注記表
③ 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
④ 計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

上記の事項につきましては、法令及び定款第15条の規定に基づき、イン
ターネット上の当社ウェブサイトに掲載することにより開示しておりま
す。

表紙
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連結株主資本等変動計算書（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで） （単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
平成29年4月1日残高 32,648 34,074 162,224 △1,780 227,168
連結会計年度中の変動額

連 結 子 会 社 株 式 の
取得による持分の増減 △74 △74

剰余金の配当 △5,410 △5,410
親会社株主に帰属する当期純利益 19,303 19,303
自己株式の取得 △3 △3
自己株式の処分 △0 0 0
自己株式処分差損の振替 0 △0 －
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － △74 13,892 △2 13,815
平成30年3月31日残高 32,648 34,000 176,117 △1,783 240,983

その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

平成29年4月1日残高 10,332 3,088 △1,168 12,252 9,795 249,215
連結会計年度中の変動額

連 結 子 会 社 株 式 の
取得による持分の増減 △74

剰余金の配当 △5,410
親会社株主に帰属する当期純利益 19,303
自己株式の取得 △3
自己株式の処分 0
自己株式処分差損の振替 －
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 1,577 △1,021 120 676 6 682

連結会計年度中の変動額合計 1,577 △1,021 120 676 6 14,497
平成30年3月31日残高 11,909 2,067 △1,047 12,928 9,801 263,713

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 1 －

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表
1．継続企業の前提

該当事項はありません。

2．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数　　　96社
主要な連結子会社の名称は、シチズンマシナリー㈱、シチズン電子㈱、シチズンファインデバイス㈱及びシチズン・シス

テムズ㈱であります。
なお、当連結会計年度より、九戸精密㈱は株式を譲渡したため、㈱オンタイムは当社の連結子会社であるシチズンリテイ

ルプラニング㈱に吸収合併されたため、Bulova U.K. Limitedは当社の連結子会社であるCitizen Watch United 
Kingdom, Limitedに吸収合併されたため、MIDI PILE S.A.S.は当社の連結子会社であるTEMPLUS S.A.S.に吸収合併された
ため、また、シルバー企画㈱、ブローバジャパン㈱、シルバー電研㈱、西鉄城精密（広州）有限公司及びCitizen Systems 
(Shanghai) Co., Ltd.は会社清算のため、それぞれ連結の範囲から除外しております。

②　非連結子会社の状況
主要な非連結子会社の名称は、HESTIKA FRANCE S.A.S.であります。
連結の範囲から除外した非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等の各合計は、連結計算書類上の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等に対し、いずれも僅少であり、全体と
して連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法適用の非連結子会社の数　　　 －
②　持分法適用の関連会社の数　　　　　2社

持分法適用の関連会社の名称は、Marubeni Citizen-Cincom Inc.及びFirst Cainta Resources Corporationでありま
す。

③　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
持分法を適用していない主要な非連結子会社は、HESTIKA FRANCE S.A.S.、主要な関連会社は、合川精密㈱であります。
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等からみて、連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範
囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
①　連結子会社の事業年度の末日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

12月31日 76社
②　連結計算書類作成にあたっては、連結決算日において連結計算書類作成の基礎となる計算書類を作成するために必要とさ

れる決算を行っております。

－ 2 －
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⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

1）有価証券
・その他有価証券

時価のあるもの………連結決算日の市場価格に基づく時価法により評価しております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は、主として移動平均法により算定

しております。）
時価のないもの………移動平均法による原価法により評価しております。

2）デリバティブ
時価法により評価しております。

3）棚卸資産
主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）により評価

しております。
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

1）有形固定資産（リース資産を除く）は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物及び構築物　　　2～60年
機械装置及び運搬具　2～10年

2）無形固定資産（リース資産を除く）は定額法を採用しております。
3）リース資産は、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
③　重要な繰延資産の処理方法

社債発行費
　発生年度に一括償却しております。

④　重要な引当金の計上基準
1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

また、在外連結子会社については、個別の債権の回収可能性を勘案した所要見積額を計上しております。
2）投資損失引当金

非連結子会社株式等（減損会計適用銘柄を除く）の著しい価値の下落による損失に備えるため、連結会計年度末にお
ける実質価額等を考慮して計上しております。

3）賞与引当金
従業員賞与の支給に充てるため、当社及び連結子会社の一部は、支給見込額基準により計上しております。

4）役員賞与引当金
役員賞与の支給に充てるため、当社及び連結子会社の一部は、支給見込額基準により計上しております。

5）製品保証引当金
一部の連結子会社では、製品のアフターサービス等に要する費用の引当として、売上高の一定割合を計上しておりま

す。
6）環境対策引当金

将来の環境対策に伴う支出に備えるため、その合理的な見積額に基づき計上しております。
7）事業再編整理損失引当金

事業の再編に伴い発生する費用及び損失に備えるため、その発生見込額を計上しております。
⑤　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

－ 3 －
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なお、在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場
により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

⑥　ヘッジ会計の方法
1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップについて、特例処理の要件を満たす場合は、特例処理を採
用しております。

2）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。
　ヘッジ手段　金利スワップ
　ヘッジ対象　借入金利息

3）ヘッジ方針
一部の借入金における金利変動リスクを回避する目的でヘッジを行っております。

4）ヘッジ有効性の評価方法等
金利スワップについては、特例処理によっているため、有効性の評価を省略しております。

⑦　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間（計上後20年以内）で均等償却を行っております。
なお、消去差額が重要な金額でない場合は、当該消去差額の生じた連結会計年度の損益としております。

⑧　その他連結計算書類作成のための重要な事項
1）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（原則として5年による定
率法）により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（原則
として5年による定率法）により発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

2）消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

3）連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しております。

⑸　表示方法の変更
前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含めていた「助成金収入」（前連結会計年度243百万円）は、金額の

重要性が増したため区分掲記しております。

－ 4 －
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3．連結貸借対照表の注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 212,404百万円
⑵　偶発債務

当社の連結子会社である、シチズン電子㈱（以下「シチズン電子」）について、取引先企業との取決めにおいて、供給し
ている製品の製造拠点を変更した場合には、取引先企業にその変更を申請することになっていたにもかかわらず、一部の取
引先企業に対して、その変更申請を行わなかったことに起因し、それ以後、取引先企業と取り決めた従前の製造拠点で製造
されたことを示すロット番号を印字したラベルを製品に貼付するなどして出荷を続ける不適切行為が判明しております。

当社としては、本件をコンプライアンス違反事象であると重く受け止め、平成29年11月10日に第三者委員会を設置し、
徹底的な調査による事実解明と原因分析などを委ねました。

平成30年2月9日には、第三者委員会の調査報告書を受領し、本件不適切行為は、遅くとも平成22年4月から平成29年6月
までの約7年2か月間にわたり続いていたことが認定されております。

これに加え、第三者委員会の調査により新たに判明した主な事象として、シチズン電子の照明用ＬＥＤ部品に関して、主
に北米の取引先企業向けに、シチズン電子内に設置された認定試験所において発行する、寿命予測（光束の経年劣化）に関
する試験結果を記載したレポートの一部が書き換えられ、提出されていたという不適正行為が行われていたことが記載され
ております。

本件の今後の進捗次第では、損失の発生等により当社の連結業績に影響を及ぼす可能性がありますが、現時点ではその影
響額を合理的に見積もることが困難なため、連結計算書類には反映しておりません。

4．連結株主資本等変動計算書の注記
⑴　発行済株式総数に関する事項

株式の種類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数 ( 株 )

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数 （ 株 ）

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数 （ 株 ）

当 連 結 会 計 年 度 末 の
株 式 数 （ 株 ）

普通株式 320,353,809 ― ― 320,353,809
⑵　剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等
1）平成29年6月28日開催の第132期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額　　　　　　　2,705百万円
・1株当たり配当金額　　　　8円50銭
・基準日　　　　　　　　　　平成29年3月31日
・効力発生日　　　　　　　　平成29年6月29日

2）平成29年11月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額　　　　　　　2,705百万円
・1株当たり配当金額　　　　8円50銭
・基準日　　　　　　　　　　平成29年9月30日
・効力発生日　　　　　　　　平成29年12月4日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの
平成30年6月27日開催予定の第133期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額　　　　　　　4,296百万円
・配当の原資　　　　　　　　利益剰余金
・1株当たり配当金額　　　　13円50銭
・基準日　　　　　　　　　　平成30年3月31日
・効力発生日　　　　　　　　平成30年6月28日

－ 5 －
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5．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達は主に銀行等金融機関からの借入や社債発行に
よっております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、当社グループに属する各社の債権管理に関する規程に沿ってリスクの低
減を図っております。

また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権に係る為替変動リスクは、同じ外貨建ての営業債務の範囲内
にあるものを除き、一部の為替変動リスクに対して、先物為替予約を利用してヘッジしております。

投資有価証券は主として株式であり、定期的に時価や発行体の財務状況を把握しております。
借入金及び社債の使途は主に長期債務の借り換え及び戦略投資であり、長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワッ

プ取引を実施して、支払利息の固定化を実施しております。
デリバティブ取引は各社の内部管理規程に従い、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するためのみに利用しており

ます。
⑵　金融商品の時価等に関する事項

平成30年3月31日における連結貸借対照表における計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。
（単位：百万円）

連 結 貸 借 対
照 表 計 上 額 時　価 差　額

①現金及び預金 92,079 92,079 －
②受取手形及び売掛金 62,013 62,013 △0
③電子記録債権 914 914 －
④投資有価証券
　その他有価証券 30,043 30,043 －
⑤長期貸付金 931 932 0
⑥破産更生債権（※1） 81
　貸倒引当金（※2） △81

－ － －
資　　 産　 　計 185,983 185,983 △0

①支払手形及び買掛金 21,267 21,267 －
②電子記録債務 14,164 14,164 －
③短期借入金 3,180 3,180 －
④社債（※3） 10,000 10,011 11
⑤長期借入金（※3） 35,846 36,067 220

負 　　債　 　計 84,458 84,690 231
デリバティブ取引（※4）
①ヘッジ会計が適用されていないもの (19) (19) －
②ヘッジ会計が適用されているもの － － －
※1　連結貸借対照表上、投資その他の資産の「その他」に計上しております。
※2　破産更生債権に対応する貸倒引当金を控除しております。
※3　1年内償還予定の社債及び1年内返済予定の長期借入金を含めております。
※4　デリバティブ取引によって生じた正味の債権及び債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、括弧付きで表示しております。

－ 6 －
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注1　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産

①現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

②受取手形及び売掛金
回収に期間を要する一部の売掛金は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を回収までの期間及び合理的に

算定された利率により割り引いた現在価値によって時価を算定しております。それ以外の短期間で決済されるものは、
時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

③電子記録債権
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

④投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑤長期貸付金
長期貸付金の時価については、一定の期間ごとに分類し、将来キャッシュ・フローを市場金利等適切な指標に信用

スプレッドを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。ただし、変動金利による長期貸付金につ
いては、金利が一定期間ごとに更改される条件となっているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

⑥破産更生債権
個別に回収可能性を勘案し、貸倒引当金として回収不能見込額を計上しているため、時価は帳簿価額から貸倒引当

金を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。
負債

①支払手形及び買掛金、②電子記録債務、③短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

④社債
社債の時価については、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、元利金、保証料を当該

社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。
⑤長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在
価値により算定しております。ただし、変動金利による長期借入金については、金利が一定期間ごとに更改される条
件となっているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていないもの

・通貨関連
（単位：百万円）

区　　分 デ リ バ テ ィ ブ
取 引 の 種 類 等

契　約　額　等 時　価
（※） 評価損益う ち 1 年 超

市 場 取 引
以 外 の 取 引 為 替 予 約 取 引 7,908 ― △19 △19

※　為替予約取引の時価の算定は、取引金融機関より提示されたものによっております。
②ヘッジ会計が適用されているもの

　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、すべて金利スワップの特例処理によるものであります。
　この取引は、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金
の時価に含めて記載しております。
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注2　非上場株式等（連結貸借対照表計上額12,361百万円）は、市場価額がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もる
ことなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、資産「④投資有価証券　その他有価証券」に
は含めておりません。

6．1株当たり情報に関する注記
1株当たり純資産額 797円75銭
1株当たり当期純利益 60円65銭

7．その他の注記
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。ただし、各比率、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益につい

ては、表示桁未満の端数を四捨五入して表示しております。
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株主資本等変動計算書（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで） （単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金
合　　　計圧 縮 積 立 金 繰 越

利益剰余金
平成29年4月1日残高 32,648 36,029 － 36,029 227 67,443 67,671
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △5,410 △5,410
当期純利益 9,731 9,731
圧縮積立金の積立 131 △131 －
圧縮積立金の取崩 △224 224 －
自己株式の取得
自己株式の処分 △0 △0
自己株式処分差損の振替 0 0 △0 △0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － △93 4,414 4,320
平成30年3月31日残高 32,648 36,029 － 36,029 134 71,858 71,992

株主資本 評価・換算差額等 純資産
合　計自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成29年4月1日残高 △1,780 134,570 10,148 10,148 144,718
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △5,410 △5,410
当期純利益 9,731 9,731
圧縮積立金の積立 － －
圧縮積立金の取崩 － －
自己株式の取得 △3 △3 △3
自己株式の処分 0 0 0
自己株式処分差損の振替 － －
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) 1,536 1,536 1,536

事業年度中の変動額合計 △2 4,317 1,536 1,536 5,854
平成30年3月31日残高 △1,783 138,887 11,684 11,684 150,572

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．継続企業の前提

該当事項はありません。

２．重要な会計方針
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法により評価しております。
②　その他有価証券

時価のあるもの………当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しておりま

す。）
時価のないもの………移動平均法による原価法により評価しております。

⑵　デリバティブの評価基準
時価法により評価しております。

⑶　たな卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により評価しております。

⑷　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物及び構築物　３～50年
機械装置　　　　１～10年

②　無形固定資産
定額法を採用しております。

⑸　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　投資損失引当金
子会社株式等（減損会計適用銘柄を除く。）の著しい価値の下落による損失に備えるため、期末における実質価額等を考

慮して計上しております。
③　賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上しております。
④　役員賞与引当金

役員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上しております。
⑤　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末にお
いて発生していると認められる額を計上しております。
1)　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基
準によっております。
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2)　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定率法によ

り費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定率法により、発生の翌事業年度より費用処理しております。
⑥　債務保証損失引当金

債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上しております。
⑦　事業再編整理損失引当金

事業再編に伴い発生する費用及び損失に備えるため、その発生見込額を計上しております。
⑹　ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法
金利スワップについて、特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
一部の借入金に対しての利息を対象として金利スワップ取引を利用しております。

③　ヘッジ方針
一部の借入金における金利変動リスクについてヘッジを行っております。

④　ヘッジ有効性の評価方法等
金利スワップについては、特例処理によっているため、有効性の評価を省略しております。

⑺　繰延資産の処理方法
　　　社債発行費
　　　　発生年度に一括償却しております。
⑻　退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類における
これらの会計処理方法と異なっております。

⑼　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
⑽　連結納税制度を適用しております。

３．貸借対照表の注記
⑴　関係会社に対する短期金銭債権は10,126百万円、関係会社からの短期金銭債務は8,563百万円、関係会社に対する長期金銭

債権は510百万円、関係会社からの長期金銭債務は7百万円であります。
⑵　有形固定資産から控除した減価償却累計額は、27,563百万円であります。
⑶　輸出為替手形割引高は1,957百万円であります。
⑷　保証債務

関係会社の金融機関からの借入に対する保証 1,000百万円
関係会社のグループ内金融子会社等からの借入に対する保証 3,783百万円
関係会社の電子債権取引に係る支払に対する併存的債務引受 3,595百万円
関係会社の不動産賃貸借契約に対する保証 46百万円（月額賃借料総額）

４．損益計算書の注記
⑴　関係会社に対する売上高は35,774百万円であります。
⑵　関係会社からの仕入高は82,816百万円であります。
⑶　関係会社とのその他の営業取引の取引高は21,295百万円であります。
⑷　関係会社との営業取引以外の取引高は5,982百万円であります。
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５．株主資本等変動計算書関係
当期末における自己株式の種類及び数

株式の種類 当期首の株式数(株) 当期増加株式数(株) 当期減少株式数(株) 当期末の株式数(株)
普通株式 2,064,808 3,896 151 2,068,553

（注）１．自己株式数の増加3,896株は、単元未満株式の買取による増加であります。
２．自己株式数の減少151株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

６．税効果会計関係
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

繰延税金資産
関係会社株式及び投資有価証券 12,416百万円
退職給付引当金 1,782百万円
棚卸資産評価減 495百万円
その他 2,965百万円

繰延税金資産小計 17,659百万円
評価性引当額 △12,100百万円

繰延税金資産合計 5,559百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額 3,543百万円
その他 80百万円

繰延税金負債合計 3,623百万円
繰延税金資産の純額 1,936百万円

７．関連当事者との取引

属 性 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
(被 所 有)割 合

関 係 内 容
取 引 の 内 容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)役員の

兼任等 事 業 上 の 関 係

子 会 社 シチズン時計マニュファク
チ ャ リ ン グ 株 式 会 社

所 有
直接100％

兼 任
２ 名 当 社 製 品 の 製 造 製 品 の 購 入 ( 注 1 )

原材料の代理購買(注1)
48,973
10,169

買掛金
未収入金

5,915
1,468

子 会 社 新 星 工 業 有 限 公 司 所 有
直接100％

兼 任
１ 名 当 社 製 品 の 製 造 製 品 の 購 入 ( 注 1 )

原材料の代理購買(注1)
20,699
5,187

買掛金
未収入金

1,378
1,245

子 会 社 Citizen Watch Company 
o f  A m e r i c a ,  I n c .

所 有
直接100％

兼 任
２ 名 当 社 製 品 の 販 売 製 品 の 販 売 ( 注 1 ) 12,609 売掛金 1,023

子 会 社 シ チ ズ ン マ シ ナ リ ー
株 式 会 社

所 有
直接100％

兼 任
３ 名 不 動 産 の 賃 貸 等 債 務 保 証 ( 注 ２ )

受 取 配 当 金
3,870
2,527 － －

子 会 社 シ チ ズ ン 宝 飾 株 式 会 社 所 有
直接100％

兼 任
２ 名 不 動 産 の 賃 貸 等 債 務 保 証 (注 ２ 、 ３ ) 2,309 － －

子 会 社 シチズン・フィナンシャル・
サ ー ビ ス 株 式 会 社

所 有
直接100％

兼 任
２ 名

グループ内金融子会社
不 動 産 の 賃 貸 等 資 金 の 借 入 ( 注 4 ) 6,767 短期借入金 6,814

取引金額には消費税等は含まれておりません。
（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

１．製品の購入及び販売並びに原材料の代理購買は、市場価格等を勘案し、価格交渉のうえ、決定しております。
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２．債務保証は、子会社の借入等に対して債務保証を行ったものであります。
３．シチズン宝飾株式会社への債務保証額に対して、466百万円の債務保証損失引当金を計上しております。
４．資金の借入について、金利は市場金利を勘案して決定しております。

８．１株当たり情報
１株当たり純資産額 473円07銭
１株当たり当期純利益 30円58銭

９．その他の注記
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。ただし、各比率、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益につ
いては、表示桁未満の端数を四捨五入して表示しております。
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